事務連絡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２９年７月２０日

指定就労継続支援Ａ型事業所管理者　様
三重県健康福祉部障がい福祉課長　　　　　
就労継続支援Ａ型における指定基準の見直し等に伴う書類の提出等について（依頼）
日頃は、県の障害福祉行政の推進にご協力いただきありがとうございます。

さて、指定就労継続支援Ａ型事業所の適切な運営に向け、厚生労働省より「指定就労継続支援Ａ型における適正な運営に向けた指定基準の見直し等に関する取扱い及び様式例について（平成29年3月30日付け厚生労働省障障発0330第4号）」通知されました。

つきましては、下記のとおり対応いただきますようお願いします。
記
1 経営実態の確認について

　平成28年度（指定後1年を経過していない事業所は、指定月から平成29年6月まで）の生産活動の収支等について、「生産活動実績確認表」（別紙１）を作成し提出してください。
　なお、生産活動に係る事業収入から必要経費を控除した額が賃金の支払総額以上でない場合には、「経営改善計画書」（別紙様式２－１、２－２）を作成しあわせて提出してください。
　　

提出期限：平成２９年８月２１日（月）
　　　提出方法：郵送
　　　　　 提出先　：三重県障がい福祉課サービス支援班（〒514-8570　津市広明町１３）
2 運営規程の変更について
　指定基準の改正により、新たに下記の事項を運営規程に記載する必要があります。

　（１）主な生産活動の内容

　（２）利用者に支払う賃金及び工賃の月給、日給又は時間給

　（３）利用者の労働時間及び作業時間

　これらの事項が記載されていない場合は、８月末までに運営規程を改正してください。運営規程を改正した際は、１０日以内に変更届（改正後の運営規程添付）を県福祉事務所（北勢・多気度会・紀北・紀南）又は保健所（鈴鹿・津・松阪・伊賀）に２部提出してください。

※運営規程の改正にあたっては、別紙３「運営規程（就労継続支援Ａ型記載例）」を参考にしてください。

　３　情報公表について

　　　　指定就労継続支援Ａ型事業所の利用を考えている障害者やその家族等が適切な事業所を選択できるよう、事業所のホームページにおいて、以下の情報を公表するようにしてください。

　　　　また、別紙４により、8月末までに障がい福祉課（下記担当あて）FAXまたはメールにて報告してください。

　　　（１）貸借対照表、事業活動計算書（損益計算書、正味財産増減計算書等を含む。）、就労支援事業事業活動計算書、就労支援事業別事業活動明細書

　　　（２）主な生産活動の内容

　　　（３）平均月額賃金（工賃）

４　就労継続支援Ａ型計画について

　　就労継続支援Ａ型計画を作成する際は、原則「就労継続支援Ａ型計画書」（別紙５）を使用してください。

　　また、記載内容は、一人一人の利用者の希望を踏まえたものとし、下記の項目を記載するようにしてください。

　（１）利用者の希望する業務内容、労働時間、賃金、一般就労の希望の有無等

　（２）利用者の希望する生活や課題等を踏まえた短期目標、長期目標

　（３）利用者の希望を実現するための具体的な支援方針・内容

※上記内容が既に記載されている場合は、別紙５以外でも差支えありません。

※提出の必要はありません。

　　５　その他

指定就労継続支援Ａ型事業所の定員増加について
 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第34条の20の改正により、平成29年4月１日から、指定就労継続支援Ａ型事業所が定員を増加する場合は、知事による変更指定を受ける必要があるため、指定の変更の申請が必要になりました。
　　６　提出書類等様式について

別紙様式については、下記ホームページに掲載していますので、ご利用ください。
三重県ホームページ「障がい者：障害福祉サービス等」

　■就労継続支援Ａ型における指定基準の見直し等に伴う書類の提出等について

http://www.pref.mie.lg.jp/common/03/ci500006458.htm
　　　　
　　　                                          事務担当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障がい福祉課サービス支援班　稲垣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話：０５９－２２４－２２６６　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX ：０５９－２２８－２０８５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail:inagat03@pref.mie.jp
